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ゾーニングに係る方針 事務局案

1

「かめおか脱炭素未来プラン」における再エネ導入目標である「2030年度に8.8万MWh」を

踏まえ、短期間で実現可能性が高い促進区域の候補として、「市街化区域」を検討する。

市街化区域検討の背景

❶ 2030年という短期目標の達成に向けた戦略として着目
❷ アンケート結果として、市街化区域の方々の再エネへの関心が高いことを考慮
❸ まちづくりの方向性との親和性（居住誘導区域等）

促進区域の追加について

予め設定する促進区域外でも、事業提案型で促進区域を追加可能とする。

→ かめおか脱炭素未来プランにおける施策のうち「地域資源を活用した再生可能エネルギーの導入」を実現する。（木質
バイオマスエネルギー／生活系バイオマスエネルギーの活用）
また、太陽光発電の導入ポテンシャルが大きい 耕作地／荒廃農地／ため池の活用。

太陽光発電（屋根設置型）

対象とする再エネの種類

・市街地において実現可能性が高い
・景観への影響が比較的少ない
・地上設置型の場合、各種規制により設置に時間を要する

・再エネポテンシャル調査で最もポテンシャル量が多い
・他の再エネに比べて比較的経済的で技術も安定して
いる
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事務局案に対し、小規模会議で出た意見の概要
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区分 内容

ゾーニング

市街化区域と市街化調整区域と分けたときに不公平が出ることに繋がらないよう配慮が必要。

企業に対してPRするためにエリア分けはあるかもしれないが、住宅に対してゾーニングしてエリアを決めるということに

関しては厳しいかなと感じる。

新築・増築に限った太陽光発電設置の義務化では間に合わないと思う。京都府はソーラー設置を新築・増築に限定してい

るが、改築にまで対象を広げられないか。

住宅向け
施策

東京都のように太陽光発電設置を義務化するという方向ではなく、設置への支援や努力目標とするのがよいと考える。
補助金や優遇処置があれば促進できるのではないか。

新しく住宅が建てられ、そこに20～30年人が住むであろうという長期的な視点が必要でないか。
リフォームする人、今後ずっと住む人に対しての支援という形の方が受け入れやすい。

補助金を活用した方へモニタリングも必要。補助金の要件が細かすぎて使いづらい場合が多い。
要件を柔軟にして様々な用途に使える制度設計が必要。

事業者
向け施策

PPA事業者としては固定資産税の減免や金利優遇があると投資しやすくなる。
そういった措置あれば、補助金交付がなくてもある程度PPA事業が展開可能だと思う。

屋根は小さいが倉庫はある程度の規模がある。工場は市街地にない場合も多い。

市街化区域・市街化調整区域の建物用途別のポテンシャル調査をお願いしたい。

その他の
施策等

地域で消費される仕組みがあって、初めてCO2を減らすということになる。PPAで太陽光発電をした場合の余剰電気に

ついても地域内で消費されるような取組が重要な視点になってくる。

「エコ」と「防災」は一体である。防災計画や持続可能なまちづくりの一貫として再エネ導入を進めることで市民の理解が
得られると思う。

技術革新が著しいため、屋根以外の場所（壁）などにも近い将来には太陽光発電が設置可能となる。人口戦略会議の提言
では2100年に人口8,000万人で定常化することを目標とされている。人口など将来も見据えた計画が必要。
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意見を踏まえた課題・調整事項
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市街地において実現可能性の高い太陽光発電（屋根設置型）を対象としたゾーニングを
実施する場合

■補助制度について
・市街化区域以外の住宅も対象にして公平性を確保する
・市街化区域についてはモデル地区と位置づけ、不公平感の少ない支援策を検討

■まちづくりの視点
・建築年などのデータをもとに住宅等の建て替え時期を考慮する
・更新時期にあわせた支援策を検討
・商業系・業務系の建物については地産地消型電源に対する支援策を検討

（ふるさとエナジーとの連携）
・公共施設における率先導入（レジリエンス強化や長寿命化等の複合効果）

■現在の土地利用状況
・市街化区域以外の住宅についてはある程度の住宅のまとまりを考慮（集落等）
・参考資料として、建物用途・建築年ごとの導入ポテンシャルを算出

※市街化区域（中心市街地）：すべての建物が更新されると想定
市街化区域（郊外）：一部の建物が更新されると想定
市街化調整区域：一部の建物が更新されると想定

■規制・禁止／補助・支援など再エネ導入の加速化に向けた施策の方向性
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目標達成のために必要な再エネ導入量（参考）
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・電力量：かめおか脱炭素未来プランにおける再エネ導入目標量
・導入ポテンシャル：かめおか脱炭素未来プランにおける推計結果

合計 3,674,544 m2

合計 （3.67 km2）
183.7 MW 73.5 MW 36.7 MW

・設備容量：かめおか脱炭素未来プランを参考に電力量÷1.28から算出
・地上型太陽光：1MWの太陽光発電設備を2haとして算出
・屋根型太陽光：1kW＝10㎡として算出


